

















人事訴訟とい う呼称は ドイツ、日本か ら来たもので、旧ソビエ トの影響
か ら中国ではこの表現 を使用せず、通常 この種の訴訟は身分関係訴訟 と
呼ばれる1)。人事訴訟は身分関係を対象 とす るが、それは国家が身分関






係事件 の解決に積極的に介入することを意味 し、そこでは、職権主義 と
い う手続法理が採 られている。採用 される原則や制度は、通常の財産関
係 を対象 とする民事訴訟手続とは異なる。 したが って、多 くの大陸法系
の国々では身分関係 における争訟 に関 して、人事訴訟法を単独に制定す
るか、または、民事訴訟法の中に人事訴訟手続を設けるかのいずれかの
方式 を採用 している。つま り、通常の民事訴訟手続とは別個に、人事訴
訟手続 に関する規定が設けられている。このことから、財産関係 と身分






続 を特別手続 とする立法例 には納得 しがたい ものがあった2)。1982年




子の認知、親子関係の確認な どは訴訟ではな く非訟事件で処理 される方
向にあ り、婚姻事件 に限定 した 「特別規定」が設 けられたのである。
中国において二回にわたって制定された民事訴訟法は、ソビエ トの司
法理論に深 く影響 され、その中に独立 した人事訴訟手続が設けられるこ
とはなかった。その原因としては、裁判官の職権探知が強化 されたこと、
職権主義の裁判方式が人事訴訟実務 に対応で きることな どが挙 げられ
る。1982年民事訴訟法56条2項 は 「人民法院は法定手続に従 って、証







ととせず、人民法院に一定の責任 を負 わせ る方法をとるものであること
を示 している。
婚姻事件、親子関係事件 は人の身分問題 に属 し、その処理の仕方の当
否は婚姻関係 ・家庭 の存廃 と関わ り、婦人、子供および老人の法的利益
を保護 しうるか否かにも関係する。よって、単独制ではな く合議制の法




あ り、人民法院が事件を処理 しやすいことが必要 とされるから、通常の
手続 とは別 に、「人事訴訟手続」 といった ものをさらに設 けて、訴訟手
続 を複雑化すべ きではない。財産関係における争訟 も、身分関係におけ






人事訴訟は婚姻 ・養子縁組 ・親子関係 とい う基本 的な身分関係 に関す
る紛争 を処理する特別民事訴訟手続であって、適用 される原則や制度は、
通常の財産関係 を対象 とする民事訴訟手続 とは異なる。財産関係が私的
な利害 に属 し、その主体の 自由な処分 による私的自治に委ねるのに対 し















における婚姻家庭関係 には大 きな変化が生 じている。人々の倫理道徳観
念が多元化 し、身分関係 も日増 しに複雑化 して きて、この趨勢は依然と
して続いている。離婚率が徐 々に上昇するだけでな く、親子関係事件 と
養子縁組関係事件 などのその他の身分 関係紛争が絶 えず発生 している。
また、市場経済原理を導入 して以来、国民の個人財産の範囲が拡大され
ていることに伴って、個人財産 も増えている。 日本民法起草委員梅謙次
郎先生が 「婚姻取消の有無は財産上重大 な影響がある」 と指摘 されたよ
うに、財産所有者や被相続人の身分関係 は、経済的にも極 めて重要であ
る6)。それゆえに、人事訴訟事件の処理は当事者の身分権 の保護に係わ
るだけでなく、当事者の財産権の保護 について も重要な意味 をもってい




に分散 し、司法実務 に十分対応で きない上、法律上の規定 も十分でない。
したがって、人事訴訟に関する規定を集中 し、司法実務の要請に応 じる
ために、人事訴訟 に適合 した特別の手続 を立法化すべ きである。
四　中国式の人事訴訟手続の創設に際して考慮すべき要素
立法に影響 を与えている要素は、その国の法律や文化の伝統、国民感
情、社会 ・経済の状況、司法資源お よび法律 自体 の科学性 と法則が挙 げ




そうでなければ、様 々な工夫の上 に構築 された手続は、実用性 を欠 き、




手続の設立に際 しては、この民事訴訟の目的に逆行 してはいけない し、
民事訴訟の基本的価値 ・目標 を逸脱 して もいけない。民事訴訟価値の多
元化 は民事訴訟目的の多様性 に関わ り、性質上相違 した民事事件 は追求
する価値・目標 も異なる し、採用された訴訟モデルや訴訟原則なども違っ
て くる。相違 した価値 ・目標および採用 された訴訟モデル ・原則などは、
同一手続の中では調和 し得ないおそれがあることから、事件の性質 ・個




粕 を捨て、外国民事訴訟理論のエッセンスを吸収 してできたものであ り、
長期間にわた り中国の司法実務に重要な役割を果たしてきている。 した
がって、中国式の人事 訴訟手続の設立に際 しては、こうした経緯を十分








体系の許容 しうる範囲で行われるべ きであ り、現実 と乖離 した法改正 に
は意味がない。ただ し、人事訴訟手続の新設が民事訴訟の全体構造 に一








な りつつあ り、法 に基づいて自己の権利 を主張するという傾向は人々の
中に広 く浸透 している。ただし、権利意識の向上は国民の法律知識が増
したことを意味 して もいなければ、その司法手続の理解が深 まったこと
を意味 してもいない。司法の生命力は国民の司法利用にあるのであって、
国民に司法手続を利用 してもらうべ く、訴訟手続の制定に際 しては、国
民の利便性向上を主たる目標 としなければならない。現在、中国の民事
訴訟手続の規定には、国民 に知 られていない部分が多 く、異なる事件類
型 に対応 した多様な手続は設けられていない。 よって、民事訴訟が法改
正 を機に、各種の事件に合 う手続 を明確 にし、法的知識のない国民に一
目瞭然で、使 い勝手のよいものとすることにより、「司法為民」(司法は
国民のため)と いう趣旨 ・理念 を実現 させることになろう。
中国における法曹の質は、歴史的な要因により未だ低い ものといわざ
るを得ず、人事訴訟において、たとえ職権探知主義を採用 した としても、
実体的真実の発見 という目標 を必ず しも実現することはできないであろ
う。司法資源 には限 りがあ り、訴訟資料 ・証拠資料の収集は基本的に当
事者 に委ねられ、職権探知主義はただ補充的に作用するにすぎない。事
実認定の主体である裁判官は、その素質がまちまちであ り、全ての人事




















いとい うことである。 どんな法律制度で も、それが活きる環境、生存す
る気候 と土壌があるのである。 また、新 しい法制度を制定す るときは、
長期間にわたり、裁判実務上で証明された自国の良き制度(例 えば、調
停制度)を 尊重 しなければならない。これらを無視 し、盲 目的に外 国の



























訴訟手続が独立 した 「章」 として設置 し、人事訴訟の範囲、起訴、特殊
主体の当事者適格、調停前置 などの規定を集 中的に定めるのである。こ
の立法モデルの利点 としては、人事訴訟手続が通常民事訴訟手続 との違





は通常民事訴訟 と異なる特色 をもつ。人事訴訟は身分関係 を対象 とし、














よることで裁判実務 に与える衝撃を減少させ ることがで きる。人事訴訟
法 を制定す る条件は成熟 していないうえ、現行の立法例 に大 きなバラツ
キがある現状では、通常民事訴訟手続か ら切 り離 して独立 した人事訴訟
手続法を制定することに各方面での納得が得 られない。さらに、中国に
は、人事訴訟手続 を制定 した歴史 ・伝統はな く、それに関連する概念体
系 もないのである11)。(5)民事訴訟法 とは別個 に独立 した人事訴訟手
続 を制定す る可能性 は、現実的には殆 どない。民事訴訟法 自体、改正 を
要する点が数多 くあ り、人事訴訟法の制定 を検討するゆとりはない。こ
れに対 し、 ドイツ式の立法モデルは、立法への影響があまりな く、比較
的実現 しやすいので、民事訴訟法の改正の機会を利用 して、できるだけ








人後見確認事件は非訟事件手続であ り、人事訴訟手続 には属 さない13)。
それに、現行 中国民事訴訟法 は既にこれ らの事件 に適用する手続 を専
門に定めているため、 これらの事件を人事訴訟手続 を適用する事件 とす
ることは適当ではない。具体的には、婚姻訴訟事件 には離婚訴訟(離 婚
の訴え)、婚姻 の無効 ・取消訴訟、婚姻関係成立 ・不成立確認訴訟(婚
姻関係 の存否の確認の訴え)が 含まれることになろう3。夫婦同居の訴
えが婚姻訴訟事件に属するか否かについては学説上見解の一致をみない
が、姻訴訟事件には属 さないと解 したい。その理由としては、中国の 「婚
姻法」は配偶者権を確立 していないため、夫婦同居の訴えは法律上の根
拠を欠 くこと、夫婦同居の訴えが姻訴訟事件に属するならば、社会的弱










ただ し、現在、中国の民事実体法は身分関係 について規定 していない
点が少 なくな く、人事訴訟事件 の範囲は民事実体法の改正 に伴 って、適







ンブルや ドラッグなどにおぼれ、繰 り返 しの説得にもかかわらず更生を拒否すると




























訴訟事件 を取 り扱う家庭裁判所 または家事法廷が置かれている。大陸法
系の国では、通常民事事件の第一審裁判所 として、地方裁判所 と区(簡
易)裁 判所 という二種類の裁判所が設置されている。 日本や韓国などで









などの諸国は、家庭裁判所 という特別の裁判所 を設置 し、または ドイツ、
ブラジル、スペイン、アメリカのい くつかの州などは従来の裁判所の中
に人事(家 事)訴 訟事件 を専門に処理する 「部」を設置 し(これを家庭
裁判所 と呼ぶ国 もある)、これが家事事件を管轄する16)。
2.中 国において家事法廷 を設置する必要性




対 的に低下 したが、その絶対数 は毎年増えつつある。(2)人事訴訟手





判官によ り構成 される。ただ し、人事訴訟手続では、当事者のプライバ






理機関の体制からみると、基層法院 と同 じ地位の家庭法院を設置で きる
可能性は非常 に低い。その原因 として以下のことが挙げ られる。(1)
中国の司法資源(と りわけ、人的資源)は 、そ もそも不足 してい るので、
当分の間、独立 し設立 された家庭法院の需要 に対応で きない。(2)現
在 中国の地方法院の財政予算はすべて地方財政によりまかなわれている
ため、地方財政が困難な地域では裁判官の給料 まで も保障されず、 さら
に家庭法院を設立す るには、財政的基盤 に欠 ける。(3)中国の既存の
審理機関に大 きな衝撃を与え、内部的調整は不可能である。中国におけ
る家事人民法院の設立 には、民事訴訟法の改正だけでな く、他の法律 ・
制度の改革を要する。そこで、人民法院の既存の構造 を変えるのが簡便
である。中国最高人民法院 は法院構造改革によって、「経済審判法廷」
を廃止 し、「大民事審判」ス タイルを構築 している。「民事審判第一法廷」
(以下 「民一廷」 とい う)は 、婚姻 ・家族事件 および不動産契約事件 な








官 と区別 して、多数の国では入事訴訟事件の審理 を担当する裁判官を「家





則 として、3年間の実務経験を有する裁判官が家事裁判官 を担当 しうる
ものと定めている。家事法廷の内部には家事調停委員会が置かれる。家
事調停委員会 は裁判官1名 と調停委員数名で構成され、もっぱら調停に
よ り家事紛争を処理する。ただ し、先入観 を防 ぐため、調停を担当 した
家事裁判官 は再びその後の審理を担当することがで きない。
裁判官は、その身分が特殊であるうえ、多忙であることから、自ら証
拠収集をす る余裕など到底 ない ところ、職権探知主義を貫徹するために、
日本 などでは家事調査員制度が採用 されている。この家事調査員制度の
目的は、人事訴訟事件の適正 ・公平 な処理 を実現することにあるが、そ
のためには法律だけでは十分でな く、社会学や心理学などをも用いた学
際的立場からの分析、省察が必要である。 したがって、法律専 門家 とし
ての裁判官は、他の分野の専門家の協力 を必要 とし、共同で家事事件の
処理 にあたる17)。家事調査員 は、家事裁判官の指揮 の下、事実の調査
を行 う。家事調査員は、その調査結果を口頭または書面で家事裁判官に
報告 し、その際、自己の事件に対する意見 を付加することもで きる。
八　人事訴訟審理に関する原則














障を生ず ることが明 らかであることから当該事項について十分 な陳述 を
することができず、かつ当該陳述を欠 くことにより他の証拠のみによっ
ては当該身分関係 の形成または存否の確認のための適正な裁判をするこ
とができないと認める ときは、当該事項の尋問を公開 しないで行 うこと
ができる。その場合、当該事項の尋問が終了するまで傍聴人を退廷 させ






中国では、現行 の民事訴訟法の第10条 ・120条によ り、人事訴訟の
非公開は、任意的に規定されているにす ぎない。たとえば、中国民事訴
訟法120条2項は 「離婚事件で当事者が非公開の審理を申し立てたとき





資料 を非公開 とする必要がある。判例集や雑誌 に当事者の氏名な どを掲













20条は訴訟類型 を問わず、全事件 につ き 「人事訴訟 においては、裁判
所は当事者が主張 しない事実を斟酌 し、かつ、職権で証拠調べ をするこ
とがで きる」 と定めている。 ドイツ民事訴訟法にも、その ような規定が
置かれている(同616条)。身分関係は、単 にその主体 たる当事者のみ
ならず、数多 くの関係人の利害に関わ り、さらに公共的利益 にも影響す
ることから、人事訴訟は、通常民事手続 とは異な り、当事者の自由な訴
訟追行に委 ねることなく、処分権主義および弁論主義を制限 し、裁判所
は、職権 により積極的 に調査 し、証拠 を収集することができ、事実認定









認め られていること(民法31条)と の関係 で、このような制度 を導入




中国では、検察官が人事訴訟事件 に関与する規定 はほ とん ど存在 し
ない。中国民事訴訟法12条は、「人民検察院は、人民法院の民事裁判活
動に対する監督権を有する」 と定めている。 これにより、中国の検察官







れることになる。 したがって、検察官が人事訴訟事件 に関与する特則 を
設けるのであれば、当事者適格の要件を緩和 しなければならないであろ
う。また、検察官の関与により、三面的訴訟構造 を破壊 しかねないので、
裁判官の人事訴訟における位置づけに関 して も慎重 に検討 しなければな
らない18)。諸外国にみ られる公益訴訟制度 を導入 して、検察官が公害
事件や国有資産流失事件について民事公益訴訟を提起することができる
ようにすべ きであるとの学説が提唱され19)、判例 もこれを認めている。
社会公共の利益 にかかわる人事訴訟事件 は上記の事件 より公益性が強
く、検察官が人事訴訟に関与することには、より重要な意味があると考
える。中国における人事訴訟手続 を構築するにあたって、検察官の当事
者関与と一般関与 という規定を民事訴訟法中に置 くべ きである。しかし、
検察資源 にかぎりがあることや、検察官がすべての人事訴訟に関与する
必要もないことから、検察官は公益や公序良俗 と大いに関わる人事訴訟
事件(た とえば、中国婚姻法10条に違反 した事件)だ けに関与すれば
よい。 日本の人事訴訟法23条は 「人事訴訟においては、裁判所または
受命裁判官若 しくは受託裁判官は必要があると認めるときは、検察官を
期 日に立ち合わせて事件 につ き意見を述べ させることがで きる」 と規定





分関係をめ ぐる訴訟は、対象や当事者ごとに繰 り返 して争われることが
ないよう、その全面的で画一的な解決が要請される。そのためには、一
方で、同一身分関係 についてのあらゆる紛争を一つの訴訟手続 に集中し
て処理で きるようにするために別訴の提起 を禁止 し、他方で、ひとたび
身分判決が確定すれば、訴訟に関与 しなかった第三者にも判決効 を及ぼ





人事訴訟手続 は独立 した特別手続 として、当事者、証拠、判決、調停
など多 くの点 について、通常民事訴訟手続 とは異なる特性をもつ。こう









なる身分法律関係(婚 姻 ・養子縁組 ・実親子関係)は 当事者にとって人
間の尊厳 にもかかわるものであ り、当事者の人格が尊重され、かつ、そ
の主体性の発露たる意思が最優先 されるべ き領域の問題である。 した
が って、身分的法律関係を創設 ・変更 ・消滅 させる場面において、で き
るかぎり当該法律関係の主体者に主導権を認め、可能なか ぎりその意思
を尊重すべ きである。無能力者であっても、その意思があるかぎり、単

















中国民事訴訟法126条は 「原告が訴訟の請求を追加 し、被告が反訴 を
提起 し、第三者が当該事件 と関係のある訴訟上の請求を提出するときは、
併合 して審理することがで きる」と規定 し、 また、最高人民法院の 「民
事証拠解釈」34条3項 は 「当事者が訴訟請求 を増加 ・変更 または反訴




解決」 を図るために、訴の併合 ・変更 ・追加 については、緩和措置を講
ずるべ きであろう。
4.判決制度
中国式の人事訴訟手続の構築に際 して、判決に関連 して整備すべ き事
項は少な くとも二点挙 げられる。第一に、欠席判決に関する規定 を婚姻
事件 に適用 しないことである。当事者本人の意思 を尊重する ドイツ民事
訴訟法612条4項は 「被告 に対 して、欠席判決 をしてはならない」 と規
定 している。第二 に、人事訴訟が公益に係 わることから、裁判所の言い
渡 した判決 に対世効を認めて、第三者 にも判決効を拡張すべ きである。
ドイツ民事訴訟612条や 日本人事訴訟法24条は、その旨の規定 を置い
ている。このように人事訴訟 における判決 に対世効 を認めることにより、
形式的には当事者 とされない第三者は、判決効の拡張 によって実質的な








この規定 は、中国法に固有の規定であり、人事訴訟 においては再審 を適
用すべ きか否かを検討する必要がある。中国における再審制度の特徴に
基づいて、人事訴訟に再審を適用するかどうかについて明確 に定めなけ




事者は、証拠を提出 して、当該離婚調停が自由意思の原則 に反 し、または、
調停 による合意の内容が法に反することを証明 した場合、再審 を申し立
てることができ、そ して、人民法院の審理の結果、事実に一致 した場合
には再審を しなければならない旨を定めている。この規定は、人事訴訟
において限定的に再審を適用 し、完全 に禁止せずに、「誤 りがあった ら、
修正する」 という原則を十分 に反映 しているものといえよう。
十　 おわ りに
人事訴訟は、通常民事訴訟 と異なる価値 ・目標 を追求する以上、性質
の相違する二つの手続を一つの手続に纏めて定めたモデルは理想的なも
のではな く、実務 に様々な支障を生 じるおそれがあるため、人事訴訟手
続は通常民事訴訟手続 と分離 して定め られるべ きである。身分関係 を訴













成果は殆 どな く、中国では人事訴訟手続に関する理論上の 「資源」は依
然 として乏 しい状態にある。 これに対 し、 ドイツや日本 などの人事訴訟
手続は百年余 りの歴史を持ち、理論 レベルの高い研究成果が豊富 にある。
中国にとって参考になるものも少な くないため、それを紹介 ・比較研究
することは中国式の人事訴訟手続 を設立する過程においては、不可欠の
重要な作業である。「他 山之石、可以攻玉」 という諺 を持 ち出すまで も
な く、外国の法律制度の導入ないし移植が鍵 となるが、その改良は法制
をアップ ・トゥ ・デー トなもの とするうえでのもう一つの重要な作業で
ある。また、本稿の執筆により、多 くの民訴法研究者が人事訴訟手続へ
の関心を抱 くことを期待 し、中国式の人事訴訟手続の早期設立 を祈念 し
なが ら、擱筆 する。
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